
第１号議案 ２０２２年度事業報告 

 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

 

① 一般社会に対する教育、啓発活動（企画部） 

 

１．第２９期ボランティア学校開催 （企画部） 

目 的： 性・ＳＴＩ・ＡＩＤＳについての一般市民に対する啓発及び、電話相談員

の養成・研修として実施していたが、コロナのまん延を考慮して以下のよう

に実施した。。 

実 施： 上記を目的の事業であるが、新型コロナウィルスのまん延が継続し、中規

模以上の集会などが避けられている状況であったので、会員、及び会員から

紹介のあった相談員希望者のみを対象として。横浜ＡＩＤＳ市民活動センタ

ーで５日間５講座を開催した。時間はすべて１３時～１５時。 

８月２０日（土）  

①いろいろな性 

安達 倭雅子（“人間と性”教育研究協議会幹事） 

９月 ３日（土） 横浜ＡＩＤＳ市民活動センター 

②感染者、患者の看護と介護 

宮林 優子 （横浜市民病院看護部看護師） 

９月１７日（土） 横浜ＡＩＤＳ市民活動センター 

③ＨＩＶの検査 

佐野 貴子 （神奈川県衛生研究所） 

１０月１５日（土） 横浜ＡＩＤＳ市民活動センター 

④ＨＩＶの治療について 

小島 賢一 （荻窪病院血液科臨床心理士） 

１０月２２日（土） 横浜ＡＩＤＳ市民活動センター 

⑤ＨＩＶと妊産婦への切れ目のない支援 

水主川 純 （東京女子医科大学）  

成 果： 参加対象を縮小したが、ＡＮＹ会員、電話相談員には研修の機会として有  

効であった。また、相談員希望者（２名）にとっては有効な研修となった。 

従事者： 延べ５４人   経 費 ： 169,395 円 

   

 

２．ＡＩＤＳ文化フォーラム横浜参加 （企画部） 

目 的： ＡＩＤＳ文化フォーラムに講座を展開することで、性・ＳＴＩ・ＡＩＤＳ 

についての一般市民に対する啓発とする。 

実 施： 2022 年度はハイブリッド方式（会場での直接参加とオンライン視聴）で

の開催となり、本法人では対応が難しかったため、不参加とした。 

 

３．出前講座講師派遣（出前講座部） 

  目 的 ：若者、社会人を対象として啓発活動を行う。 
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  実施内容：社会人１、高等学校３、中学校５、その他１で開催した。 

     ６月 ９日（木） 横浜市保健福祉局（保健所職員）     ５０名 

７月 ５日（火） 県立鶴嶺高校  （１年生）          ３６０名 

７月１１日（月） 県立綾瀬高校  （１年生）          ３６０名 

７月１５日（金） 県立霧が丘高校 （１年生）  コロナにより中止 

１２月 ８日（木） 県立綾瀬高校  （１年生）          ３６０名 

１２月１０日（土） さくらリビング （青少年）            １３名 

２月 ８日（水） 市立洋光台第二中（３年生）      １１０名 

２月１７日（金） 市立西柴中学校 （３年生）      １００名 

２月２０日（月） 市立菅田中学校 （３年生）      １５０名 

２月２７日（月） 市立本郷中学校 （３年生）      １１０名 

３月 ２日（木） 市立樽町中学校 （３年生）      ３００名 

成 果： 中学生から社会人まで、約 2,200 人超の方に啓発ができた。中学、高校

では性の多様性から、ＳＴＩ全般、避妊の話しなど、広く性教育的な内容

を含めた。社会人（保健所職員）に対しては相談の現況と事例についての

話をした。講演後のアンケートでは好評であり、講演後のアンケートでの

質問に対して、すぐに文書で回答をしていることも信頼につながっている。 

従事者 ： 延べ２３人   経 費 ： 84,948 円  収 入 ： 335,184 円 

 

 

４．世界ＡＩＤＳデー in Yokohama 参加 （企画部） 

目 的： 世界ＡＩＤＳデーのイベントとして、横浜ＡＩＤＳ市民活動センター主

催で行われる「世界ＡＩＤＳデーin  Yokohama」に参加し、広く一般市民

にＨＩＶ、ＡＩＤＳについての啓発をする。 

内 容： 新型コロナウィルス感染拡大のため中止となった。 

 

 

 

② 電話相談（電話相談部） 

  目 的 ： ＨＩＶ、ＳＴＩ、および性にかかわる多様な悩み、不安をかかえる方 

       に対し、相談窓口となり、不安の解消、とるべき行動などを共に考える。

また、ＨＩＶ、ＡＩＤＳなどの情報を求める方に対して、最新の正確な情

報を提供する。それらを通して、ＨＩＶの感染者の拡大を抑制し、感染に

対する非科学的な恐怖感を軽減し、感染者の人権が守られる環境を作る。 

  実施内容： 横浜市委託事業として、毎週水曜日の 18：00～21：00、土曜日の 15： 

00 ～18：00 に横浜ＡＩＤＳ市民活動センターで開設している。2021 年度

は８月に新型コロナウィルスによる時間短縮はあったが、休止とすること

は無かった。年間９８回実施。 

 

 

相談件数と内容 

     相談件数、性別、年齢分布などは次表の通りである。 
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相談員研修：相談員のスキル、知識向上のため、以下の活動をした。 

１． 事例検討会開催 

７月９日、９月１１日、３月１１日に実施。 

２． ボランティア学校参加 

９月～１０月 ４回 当法人主催   相談員３６名（延７２名）参加 

３． 「横浜市個人情報取扱特記事項」研修はコロナ感染防止のため、用紙の配

布とした。１４名 

成 果： 相談件数は昨年度より若干増加した。相談の諸構成比にあまり変化はない

が、同性愛の方からの相談数が増加傾向。年齢層は 20 代が最も多い。女性

からの相談が多く 11％。横浜市民 10％、市外県民 13％。マスコミでの情報

減から正しい知識が浸透しておらず、ＳＮＳの正誤とりまぜた情報に惑わさ

れている状況が見られる。電話相談での匿名対話形式は、徒な不安感を解消

し、ストレスを緩和するには最適な手段である。 

    

従事者 ： 延べ２６１人  経 費 ： 245,714 円  収入 ： 576,000 円 

 

 

③ ニュースレターの発行、他団体との交流及び広報活動（広報部） 

１．広報活動   

目 的：会員および一般市民を対象として、ＨＩＶ／ＡＩＤＳの理解と予防、共生

社会に向けての啓発。 

実施内容：本法人の活動を広く知ってもらう事やＨＩＶ／ＡＩＤＳへの理解を広げ

るために、ニュースレターの発行を行うとともにインターネット上にホームペ

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

過去10年 年間相談数

項  目 件数 

開催回数 97 

相談件数 397 

相 感染不安 252 

談 検査不安 25 

主 情報 103 

訴 その他 39 

性 男性 352 

  女性 45 

別 ﾄﾗﾝｽ 0 

相 １０代 18 

談 ２０代 123 

者 ３０代 72 

の ４０代 109 

年 ５０代 35 

代 ６０以上 8 

項  目 件数 

陽性者 3 

性 

指 

向 

同性男 70 

同性女 0 

両 性 5 



- 3 - 

 

ージを開いている。ニュースレターは２２６～２２８号の３回を発行。今年度

も啓発の内容を多くし、広く普及できるものとした。 

    ホームページには、本会の活動やニュースレターを掲載するだけでなく、ボ

ランティア学校の募集や、講座の紹介なども行った。 

   成 果：外部の研修講座の内容や感想、出前講座の様子など啓発の内容を多く載せ、

ホームページにアップすることで啓発活動に貢献できた。 

従事者 ： 延べ６人    経 費 ： 14,955 円 

 

 

④ この法人の目的を達成するために必要な活動（管理部門） 

  １．財務部：寄付金の受付、獲得などに努めた。 

 

  ２．事務局：特定非営利活動に係る事業に必要な諸手続き、調整、連絡などを行い、活

動の立案・情報交換・調整を行う運営委員会を開催した。 

        認定ＮＰＯの継続に関わる書類の作成、提出を行い、５年間延長の承認を

得た。 

従事者 ： 延べ８７人    経 費 ： 198､070 円 

 


